組織再編税制の考察（二・完） : スピンオフ税制の導入を踏まえて by 鈴木 亜弥














































































































































































































































































































































子会社である S会社を介して B事業を営んでいた。P会社は S会社の
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　もっとも、例えば、事業 A、Bと株主 X、からなる法人が、事業 A－株
主 Xの法人と、事業 B－株主 Yの法人に分割された場合、株主 Yによる事
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